平成２８年度ボランティア・NPO活動支援資金助成要領
　この要領は、平成２９年度に実施するボランティア・NPO活動支援資金の助成に関し、富山県共同募金会配分要綱に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

1． 助成の目的

少子・高齢化や都市化の進展など地域社会の変化に伴う福祉ニーズの多様化に対応するため、ボランティア活動を行う団体やNPO等の民間非営利団体が行う草の根的な社会貢献活動を支援し、住民参加による福祉社会の実現に資することを目的とする。

２．助成対象団体

　　助成の対象とする団体は、次に掲げる要件を満たすものとする。
ただし、事業の内容に関わらず、同一年度内において、一般募金の助成を受けて事業を行う団体を除くものとする。

(1)　ボランティア活動を行う団体・グループ又は特定非営利活動法人（NPO法人）

(2)　５人以上の会員規模を有する団体であって、設立後１年以上の活動実績があり、かつ今後継続的な活動が見込まれる団体

(3)　定款又は会則等で団体の運営に関する基本的ルールが定められ、自主性、非営利、公開を原則とする団体

３．助成対象事業

(1)　助成対象事業は、次のいずれかに該当するものとし、平成２９年度内に実施する事

業とする。

①　子育ての支援や児童の健全育成に関する事業

2 高齢者や障がい者の自立した生活や社会参加を促進する事業

3 ホームレス、虐待、自殺等の新たな社会問題に対応する事業

4 共同募金運動に対する協力活動として実施する事業

5 その他これらに類する事業であって、安心して暮らせる福祉のまちづくりに貢献すると認められる事業

　(2)　助成に当たっては、次のいずれかに該当する先駆的・開拓的事業を優先的に採択するものとする。

　　①　創造的な新たな取り組みであって、地域福祉の向上に波及効果が期待されるもの

2 従来の取り組みについて創意工夫をこらし、飛躍的な発展を期するもの

3 団体の構成員のみでなく、他のボランティアや地域住民の幅広い参加が期待できるもの

4 既存の福祉制度で対応困難な分野や諸制度の谷間にある分野に対応するもの

5 保健、医療、教育、文化などの福祉関連分野との連携により、効果的な展開を図るもの

6 少額の援助でも有効に活用しうる比較的小規模な団体が行うもの

４．助成対象経費

　「３．助成対象事業」に掲げる事業を実施するために必要な経費とし、対象者に対する直接のボランティア活動や、そのために使用する器材等に対して優先的に助成する。
ただし、人件費、家賃、光熱水費など団体の経常的運営経費には助成しない。
５．助成限度額

　　１団体３０万円を上限とする。なお、備品・器材等整備費については、自己負担金の4分の３以内の額とする。

６．助成枠及び助成財源
助成枠は６００万円以内とし、積立後３年経過により活用できることとなった災害等準備金取崩分を助成財源とする。ただし、大規模災害等発生に伴う準備金支出により助成財源に不足が生じた場合は、一般募金から充当することができるものとする。

７．その他

　　この要領に定めるもののほか、助成の実施に必要な事項については、別に定める。

　附　則

１　この要領は、平成１６年６月１日から施行する。

２　次に掲げる要領は、廃止する。

(1) 市町村福祉の時代を支える市町村社協に対する特別配分要領

(2) 共同募金運動50周年記念配分社会福祉協議会が行うボランティア活動事業配分要領

附　則

この要領は、平成１７年１０月１日から施行する。

